
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    平成6年4月1日から、「合理的配慮の提供」  

が、事業者も義務化されます。 

                                 

 

 

● 具体的には、  

①  行政機関等と事業者が、  

②  その事務・事業を行うに当たり、  

③  個々の場面で、障害者から「社会的なバリアを    

取り除いてほしい」旨の意思の表明があった場  

合に 

④  その実施に伴う負担が過重でないときに  

⑤  社会的なバリアを取り除くために必要かつ合    

理的な配慮を講ずること   とされています。 

 

● 「合理的配慮」は、事務・事業の目的・内容・機能

に照らし、以下の３つを満たすものであることに 

留意する必要があります。 

① 必要とされる範囲で本来の業務に付随するも   

のに限られること 

② 障害者でない者との比較において同等の機会 

の提供を受けるためのものであること 

③ 事務・事業の目的・内容・機能の本質的な変更 

には及ばないこと 

 

ポイント 

合理的配慮の提供とは？ 


